
1A5 産業の立地空間特性の 変化に関する 考察 

0 加藤勝敗 ( 日本立地センタⅡ，権 田令 治 ( 東海大国際政策科学研 ) 

1 . はじめに 

科学技術振興の 重要な要素には、 研究開発に直結する 研究施設・設備等の ハ一 

ドな 環境や研究開発推進体制等のソフトな 環境が重要であ る。 こうした科学技術 

振興による効果を 地域に波及させるためには、 研究開発機能の 成果を地域の 産業 

へ 移転していくことが 必要であ り、 これを円滑にさせていく 上で産業の地域的な 
立地特性、 集積特性等を 分析することは 重要なことであ る。 

そこで、 本研究では産業の 空間的な立地特性とその 変化について 定量的な手法 

により分析を 行うとともに、 分析に利用した 産業指標の特性を 踏まえながら、 産 

業の空間的な 立地特性等を 分析する上で 有用な産業指標等についての 検討を行っ 

た。 産業に限らず、 地域的な分布特性等を 定量的に表す 方法としては、 人口に対 

する所得分布の 不均等度を表すジニ 係数 ttI) 、 地域間の産業集中度の 均等程度を表 

す変動係数等が 用いられてきたが、 昨年権 田らにより産業立地特性指数 "" が提案 

されている。 ジニ係数は集中係数と 呼ばれるよ う に、 地域分布の不均等度を 表し 

ているが、 本研究の趣旨は 産業の空間的な 立地特性について 分析することにあ る 

ため、 産業立地特性指数を 利用することとした。 

2 , 産業の空間特性を 分析する上での 視点 

産業の地域的な 立地特性を分析する 上で、 " 地域 " の単位をどのように 扱 う かは 

分析上、 重要な視点であ る。 本研究では、 科学技術資源として 産業の立地特性を 

分析するといった 大きな目標を 持っているが、 科学技術資源を 考える場合どの 程 

度の地域規模を 想定すれば良いかのを 判断することは 難しい。 わが国の統計は 、 

主に都道府県、 市区町村単位で 整理されていることが 多いが、 本分析では、 都道 

府県を単位とした 分析とそれよりも 小さい単位であ る地方生活 圏卸 ' による分析を 
行った。 

産業立地特性指数は、 あ る産業の特定の 地域への集中程度を 表しているが、 こ 

うした集中がどのような 地域で起こってきているのかを 示してはいない。 産業の 

地域的集中がどのような 地域で起こっているのかを 把握することは、 科学技術 振 

興 に向けた政策的支援を 実施していく 上で重要であ る。 

また、 科学技術資源としての 産業をとらえる 場合、 最近、 産業の技術高度化等 
ではデザイン 業や自然科学研究所等の 対事業所サービス 業の存在が重要視されて 
きているが、 本分析では産業の 核的部分であ る製造業を分析対象とした。 

3. 産業立地特性指数に よ る業種別分析 
産業立地特性指数 ( 以下特性指数と 称する ) の業種別分析を 行った結果を 図一 
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1 に示した。 事業所数で特性指数が 高い業種は石油石炭、 紙 維 、 精密機械であ り、 

従業者数でも 同様の結果を 示している。 事業所数や従業者数の 規模が大きい 業種 

は 比較的指数が 低くなり、 全国的な展開がみられているのに 対して、 規模が小さ 

い業種では特性指数が 大きくなっており、 特定地域に分布していることがわかる。 
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また、 事業所数、 従業者数、 工業出荷額、 工業付加価値額の 相互の特性指数の 
関係についてみると、 事業所数とその 他指標との間は 相関係数は高くない。 しか 

し、 従業者、 工業出荷額等との 関係では高い 相関係数となっており、 1994 年と 19 

85 年を比較してみても、 指標間の相関係数の 変化はみられていない ( 表一 1 )   

つまり、 産業の立地特性を 分析する 

上 で、 従業者数、 工業出荷額、 工業 泰一 1  産業立地特性指数の 相関係数 
付加価値額の 間には高い関連性がみ 
られるが、 事業所数は全く 異なった 

傾向を示している。 

業種別の特性指数 ( 従業者数 ) の 

変化 幅 をみたのが図一 3 であ る。 こ 

れをみると、 石油石炭、 ゴム製品 口 、 

窯業土石、 精密機械等で 変化幅が大きくなっているが、 必ずしも特性指数が 大き 

い 業種が変動幅が 大きくなっていない。 また、 1994 年の値の位置についてみると、 

繊維、 衣服、 化学、 非鉄金属等は 特性指数が大きい 値の方にシフトしており、 そ 

の他の業種では 小さい値の方に 位置している。 つまり、 前者の業種では、 特定地 

域に集中する 傾向が高まっているのに 対して、 後者は分散化が 進んでいることが 
わかる。 
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図一 3  産業立地特性指数の 業種別変化 幅 

産業立地特性指数 ( 従業者 靱 
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注記 ) 1985 年～ 94 年の間で産業立地特性指数の 最大値と最小値 
は実線で示してあ り、 X 印は 1994 年の値を示している。 

4. 産業立地特性指数による 時系列・地域分析 
( 1 ) 都道府県別のデータを 利用した分析 

特性指数を利用して、 1985 年から 1994 年にかけての 変化と地域シェアの 変化に 

ついて分析した。 対象とした業種は、 わが国の中心的な 産業であ る加工組立型 業 

種の中で、 特性指数が高く 変動幅が大きい 精密機械と変動 幅 が小さい輸送用機械、 

逆に特性指数が 低く変動幅が 小さい一般機械と 変動幅が大きい 電気機械を選定し 

た 。 この分析を進める 上で以下のような 固化を試みた。 この図は、 横軸に特性指 

数 ( 1985 年三 1  とする )  と大都市圏周辺シェア ( 1985 年 =  1  )  を、 縦軸に従業者 

数 ( 1985 年 三 1 ) と地方圏シェア ( 1985 年 三 1 ) を表した。 これにより、 産業の 

空間的な分布構造の 変化とそれが 地域的にどのように 変化したを把握することが 
できる。 

図一 4  産業立地特性指数の 変化と地域シェアの 変化の意味合い 

実 地方圏の割合が 増加 大都市圏の 
数 割合が減少 
ま 

た地 従業員数が増加し 
は 方 ながら 散 化が進む 

従業員数が増加し 
ながら集中化が 進む 

圏 従業員数が減少しな 従業員数が減少しな 
シ がら分散化が 進む   がら集中化が 進む 
  
ア 大都市圏の 大都市圏周辺 

割合が増加 の割合が増加 

産業立地特性指数 (1985,1) または大都市圏周辺シェア (1985, い 

一般機械では、 特性指数は集中化したり 分散化したり 動いてきたが、 gU 年以降 

は 従業者数が急速に 減少しているが、 指数自体に余り 変化はみられていない ( 図 
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一 5 ) 。 地域的なシェア 変化をみると、 大都市周辺地域や 地方圏のシェアが 徐々 

に高まってきている。 電気機械では、 特性指数は全体的に 低下傾向にあ り、 分散 

化の傾向が窺える。 特に 91 年以前は従業者数の 増加と指数が 低下しているため、 

従来集積が少なかった 地域で工場等の 立地展開が進み、 従業員の雇用が 既存の集 

積地以上に進んだと 判断できる。 特性指数の変動幅が 大きかった精密機械につい 

てみると、 特性指数が徐々に 低下しているのに 対して、 91 年以降従業者数は 急速 

に 低下している。 地域的なシェア 変化をみると、 大都市周辺地域シェアは 高まっ 

ているが、 地方圏シェアは 低下しており、 大都市圏及びその 周辺において 集積が 

高まる傾向があ ると思われる。 輸送用機械では、 特性指数と従業者数は 渦巻き状 

に変化しており、 地域的な分布変化は 小さいと思われる。 しかし、 地域的な シェ 

ア 変化ではバブル 期以前までは、 大都市周辺地域のシェアの 低下と地方圏シェア 
の上昇がみられたが、 それ以降は大都市周辺地域のシェアが 急速に高まっている。 

特性指数と従業者数の 変化パターンは、 一般機械と輸送用機械は 類似しており、 

電気機械と精密機械も 似ている。 前者は特性指数の 変化幅が小さい 業種、 後者は 

変化幅が大きい 業種となっている。 

このように、 特性指数と地域的なシェア 変化を組み合わせることにより、 業種 

別の集中化傾向と 地域的集積傾向が 同時に計測でき、 産業集積の分析等を 行 う上 
でも有用と判断される。 
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Ⅰ産業立地特性指数と 実数 今 大都市周辺地域 乃ァと 地方圏 ッガ 

正記 ) 大都市田周辺とは 茨城．栃木．ば 馬．山梨．長打．枝豆．静岡．姉車．滋 賀．ホ部． 京良 ・ t0 次 出 であ る   
地方田とは大都市日田辺及び．埼玉．千葉．東京．神奈川．主知．大阪． 兵 俺を除いた地域であ る   

( 精密機械 ) 
1. 0S       

  
0 ・ 75 

0 ・ 8 0 ． 9       
産業立地特性指数または 大都市周辺 シ，ア (l985= 1 ) 

[+ 産業立地特性指数と 実数 十大都市周辺地域 シ，アと 地方ロシ， 7@ 
庄田 ) 大都市田周辺とは 茨城．栃木．群馬．山梨．長打． 枝耳 ．神岡． 三 Ⅰ．注文．市田．奈良． ねサ 山であ る   

地方 甘 とは大堺市Ⅰ周辺及び．埼玉．千葉．文京． 沖 森川．主知．大阪． 兵俺之伶い た地域であ る   
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( 2 ) 地方生活 圏 毎の分析 

これまでは、 都道府県別の 地域データを 利用して分析を 進めてきたが、 次に都 

道府県よりも 小さい地域単位であ る地方生活 圏毎の データを用いて 分析を行った。 

都道府県別のデータと 地方生活田刈 の データを使用した 場合の特性指数の 関係に 

ついてみると、 地方生活 圏 における特性指数が 高くなる傾向にあ るが、 両者には 

高い相関関係が 得られた ( 図一 6 ) 。 

地方生活 圏 データによる 特性指数をみると ( 地域別のシェア 変化は人口集積規 
模別に分類 ) 、 電気機械では 特性指数は都道府県データを 利用した場合とほぼ 同 

様の変化を示しているが、 地域別シェア 変化では中枢中核都市圏のシェアが 上昇 

しつつ、 地方都市圏のシェアも 徐々に高まってきている ( 図一 7 ) 。 特にバブル 

期 では急速に地方圏のシェアが 高まったが、 それ以降は中枢中核都市圏でシェア 
の増加がみられる。 精密機械では、 特性指数は都道府県データを 使用した場合と 

ほぼ同様の変化を 示している。 地域別シェア 変化では中枢中核都市圏において、 

急速にシェアの 増加がみられているが、 地方圏ではシェアは 低下している。 

図一 6  産業立地特性指数 ( 従業者数 ) の関係 

0 ・ 5 注記 
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図一 7  地方生活 圏 データ ( 従業者数 ) を利用した産業立地特性指数 
( 電気機械 ) ( 精密機械 ) 

@@ 1.05 
  

% 鰍 0 ． 75 
0.85 0 ． 9 0.95                   l- 15 

産業立地特性指数または 中枢中核都市田 シ，ァ (l985 々 1) 
0. 9     [.2 

産業立地特性指数または 中枢中核都市田 シ， 7 れ 985= 1) 

I Ⅰ産業立地特性指数と 実数 十中枢中核都市田れァ と 地方都市日シ カ L Ⅰ産業立地特性指数と 実数 今 中枢 中放 都市田 シ，アと 地方都市ロシ ， ァ 

注記 ) 中枢中核 ネ 市田地域とは 生活田人ロかぬ わ 8R 万 ， 万人規練の地域 (9 地域 1   
地方Ⅰ地域とは 生活Ⅰ人口が 86 万人未済の規棋の 地域 (@5e 地域 )   @ 妃 ) 中枢中核 帝 市田地域とは 生活田人口が 仮 わ 88 万， 片万人 矩 碩の地域 19% 蟻 1   

地方Ⅰ地域とは 生活Ⅰ ノ、 ロが 86 万 ノ 、 串溝 の 規 m の地域 (@118 地ほ )   

5 .  まとめ 

本研究では、 産業立地特性指数を 用いて、 製造業の立地特性について 分析を実 

施した。 その際、 指標としては 事業所数、 従業者数、 工業出荷額、 工業付加価値 

額を取り扱ったが、 事業所数以外はほ ほ 類似した傾向を 示す結果となっており、 
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特性指数を考える 上で考慮すべき 指標を示唆する 結果となった。 また、 特性指数 

と地域別のシェアを 組み合わせることにより、 地域的な集中化の 程度がどのよう 

な 地域で行われているのかといった       をあ る程度把握できることができた 0 さ 

らに、 地域の単位として 都道府県、 地方生活 圏 という異なる 地域単位で分析を 行 

ったが、 両者の特性指数には 多少違い ( 地方生活 圏 データを利用した 場合の方が 

多少大きい ) がみられたが、 高 い 相関関係も得られているため、 特性指数そのも 

のが、 有効性の高 い 指数であ ることも判断される。 

本研究では業種分類について、 中分類業種を 基本としたが、 仝後は従来の 産業 

分類による業種分類でなく、 業態等を加味しながら、 従来の産業分類によらない 
分類手法を考えることにより、 より政策的な 効果を高めると 判断される。 

補 注 

注 1 ) ジ ニ 係数 
本来、 人口に対する 所得分布の不均等度を 表すのに用いられたものであ り、 2 種類の事象の 分布の 

対応関係を表すのによく 用いられる。 分布事象の密度の 高低 頓 に、 部分地域に並び 替え、 任意に区分 

された階級毎に、 分布事象の統計五とそれに 対応する部分地域の 面積のそれぞれの 累積百分比を 計算 

し 、 分布事象を横軸に、 対応する部分地域の 面積を縦軸にとり、 その軌跡を描く。 この % 台、 この 執 

跡が 、 原点からの対角線に 近いほど事象の 地域分布は均等であ り、 対角線から離れるほど 不均等であ 
ることを示している。 地域分布の不均等度は、 対角線と曲線のつくる 面の面積 ( ジニ の集中係数 ) に 

よって、 計 9 的に示すことができる。 

注 2 ) 産業立地特性指数 

この指数は、 全業種の分布の 全国平均値を 基準に i 業種の地域毎の 分布状態が近似あ るいは 乖 推し 

ている状態を 示す指数であ る。 すな ね ち、 この指数はあ る業種の事業所数等が 特定の地域に 集中して 
いるか、 あ るいは全国的に 分布しているかを 示し、 産業の立地特性を 示すこととなる。 

指数 = 1 / 2 X Z l X ij/Z n  X j 一 Z m  X ;/ Z  n Z 血 X ; Ⅱ       
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注 3 ) 地方生活 田 

建設省により 設定されている 日域であ り、 大都市部の一部を 除き、 概ね 1 県 当たり 3 - 4 つ程度の 

生活 田 に分割した 窩域 であ り、 全国を 179 に分割している。 本分析では、 これに指定されていない 人 
都市部も加え、 全国を 189 地区として分析を 行った。 
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